
新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

皆
様
方
に
は
、
健
や
か
に
新
春
を
お
迎
え
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。
旧
年
中
は
、

全
国
市
議
会
議
長
会
の
運
営
に
格
別
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
賜
り
、厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
三
位
一
体
改
革
の
推
進
の
結
果
、
３
兆
円
の
税
源
移
譲
の
実
現
な
ど
の
今
ま
で

に
な
い
前
進
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
の
こ
と
は
、
各
市
議
会
の
ご
支
援
と
地
方
六
団
体
の
結
束
に

よ
り
、
地
方
の
意
見
が
反
映
さ
れ
た
も
の
と
評
価
し
て
お
り
ま
す
。
そ
の
一
方
で
は
、
義
務
教

育
費
国
庫
負
担
金
の
負
担
率
引
き
下
げ
や
児
童
扶
養
手
当
の
国
庫
負
担
率
削
減
な
ど
、
地
方
が

主
張
し
て
き
た
真
の
地
方
分
権
型
社
会
の
実
現
に
は
未
だ
ほ
ど
遠
い
状
況
に
あ
り
、
地
方
分
権

改
革
は
「
未
完
の
改
革
」
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
ま
す
。

こ
う
し
た
中
、
昨
年
９
月
に
は
安
倍
新
内
閣
が
発
足
し
、
「
地
方
の
活
力
な
く
し
て
国
の
活

力
な
し
」
と
掲
げ
、
や
る
気
の
あ
る
地
方
が
独
自
の
施
策
を
展
開
し
、
魅
力
あ
る
地
方
に
生
ま

れ
変
わ
る
よ
う
支
援
を
す
る
考
え
を
表
明
し
て
お
り
ま
す
。
地
方
分
権
に
向
け
た
改
革
に
終
わ

り
は
あ
り
ま
せ
ん
。
地
方
六
団
体
に
お
き
ま
し
て
も
、
新
内
閣
発
足
に
当
た
り
、
地
方
自
治
の

充
実
や
地
方
分
権
改
革
に
一
層
強
力
に
取
り
組
む
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。
政
府
は
地
方
分
権
改

革
推
進
法
案
を
国
会
に
提
出
し
、
昨
年
末
に
成
立
い
た
し
ま
し
た
。
こ
れ
を
契
機
と
し
て
、
真

の
地
方
分
権
型
社
会
の
実
現
の
た
め
、
第
２
期
地
方
分
権
改
革
を
推
進
し
、
活
動
を
展
開
し
て

ま
い
り
ま
す
。
本
年
も
引
き
続
き
改
革
を
進
め
る
た
め
に
、
地
方
議
会
の
強
い
意
思
と
一
致
結

束
し
た
対
応
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
私
も
一
層
努
力
し
て
ま
い
り
ま
す
の
で
、
皆
様
方
の

ご
指
導
、
ご
支
援
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

私
ど
も
地
方
議
会
議
員
の
年
金
制
度
に
つ
き
ま
し
て
は
、
長
期
に
わ
た
り
安
定
し
た
運
営
を

図
る
た
め
の
「
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
が
昨
年
６
月
に
成
立

し
、
本
年
４
月
１
日
に
施
行
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。
今
回
の
制
度
改
正
は
、
給
付

と
負
担
両
面
に
わ
た
り
見
直
す
も
の
で
、
議
員
及
び
受
給
者
に
と
っ
て
厳
し
い
内
容
の
も
の
で

あ
り
ま
す
が
、
今
後
も
、
制
度
運
営
に
的
確
に
対
応
し
て
参
る
所
存
で
あ
り
ま
す
の
で
、
皆
様

の
一
層
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

結
び
に
、
各
市
、
各
市
議
会
の
ま
す
ま
す
の
ご
発
展
と
、
皆
様
方
の
ご
健
勝
並
び
に
ご
活
躍

を
ご
祈
念
申
し
上
げ
、
新
年
の
ご
挨
拶
と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1639・40号１月１５日平成19年
（2007年）

年年
頭頭
にに
ああ
たた
りり

全
国
市
議
会
議
長
会
会
長

国
松

誠

（
藤
沢
市
議
会
議
長
）

（１） 平成１９年１月１５日 第１６３９・４０号
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新
年
、
明
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご

ざ
い
ま
す
。

ま
ず
、
昨
年
は
、
集
中
豪
雨
な
ど
の

自
然
災
害
が
多
発
し
、
多
く
の
方
が
犠

牲
に
な
り
ま
し
た
。
被
害
に
遭
わ
れ
た

方
々
に
対
し
て
、
心
か
ら
お
見
舞
い
申

し
上
げ
ま
す
。

さ
て
、
総
務
大
臣
・
郵
政
民
営
化
担

当
に
就
任
し
て
か
ら
初
め
て
の
正
月
を

迎
え
ま
し
た
。

私
は
、
安
倍
内
閣
が
目
指
す
「
活
力

と
チ
ャ
ン
ス
と
優
し
さ
に
満
ち
あ
ふ

れ
、
自
律
の
精
神
を
大
事
に
す
る
、
世

界
に
開
か
れ
た『
美
し
い
国
、
日
本
』」

を
実
現
す
べ
く
、
各
般
の
施
策
の
推
進

に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

ご
存
知
の
と
お
り
、
総
務
省
は
、
簡

素
で
効
率
的
な
、
「
筋
肉
質
の
政
府
」

を
実
現
す
る
た
め
の
国
家
公
務
員
の
総

人
件
費
削
減
、
魅
力
あ
る「
強
い
地
方
」

を
創
る
た
め
の
地
方
分
権
の
推
進
な

ど
、
大
変
重
要
な
改
革
を
担
っ
て
お
り

ま
す
。

ま
た
、
我
が
国
の
情
報
通
信
産
業
の

国
際
競
争
力
強
化
や
世
界
最
高
水
準
の

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
基
盤
を
活
用
し
た
ユ

ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
社
会
の
実
現
、
郵
政

民
営
化
の
円
滑
・
着
実
な
実
施
、
国
民

の
安
心
・
安
全
の
確
保
な
ど
、
「
実
は

こ
こ
に
も
総
務
省
」
の
標
語
に
表
さ
れ

る
よ
う
に
国
民
の
皆
様
の
生
活
に
密
着

し
た
幅
広
い
行
政
分
野
の
責
任
も
有
し

て
お
り
ま
す
。

本
年
も
、
我
が
国
の
大
き
な
構
造
改

革
を
更
に
加
速
さ
せ
、
国
民
の
皆
様
が

生
活
の
活
力
と
豊
か
さ
を
実
感
で
き
ま

す
よ
う
、
諸
課
題
の
解
決
に
向
け
全
力

で
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

以
下
、
具
体
的
な
取
組
に
つ
い
て
述

べ
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

地
方
分
権
改
革
に
つ
い
て
は
、
「
地

方
の
活
力
な
く
し
て
国
の
活
力
な
し
」

と
の
考
え
の
下
、
魅
力
あ
る
「
強
い
地

方
」
を
創
る
た
め
、
国
と
地
方
の
役
割

分
担
の
見
直
し
や
国
の
関
与
・
国
庫
補

助
負
担
金
の
廃
止
・
縮
小
等
に
取
り
組

ん
で
ま
い
り
ま
す
。

先
般
、
新
た
な
地
方
分
権
改
革
の
た

め
の
推
進
体
制
等
を
規
定
す
る
地
方
分

権
改
革
推
進
法
が
成
立
し
た
と
こ
ろ
で

あ
り
、
こ
の
法
律
に
基
づ
き
、
地
方
分

権
改
革
を
着
実
に
推
進
し
て
ま
い
り
ま

す
。ま

た
、
地
方
独
自
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
自
ら
考
え
、
前
向
き
に
取
り
組
む
地

方
自
治
体
に
対
し
、
地
方
交
付
税
等
の

支
援
措
置
を
講
じ
る
「
頑
張
る
地
方
応

援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
本
年
４
月
か
ら
ス

タ
ー
ト
さ
せ
ま
す
。

さ
ら
に
、
私
や
副
大
臣
、
大
臣
政
務

官
が
各
都
道
府
県
に
出
向
き
、
「
頑
張

る
地
方
応
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
を
周
知

し
、
魅
力
あ
る
地
方
創
出
の
取
組
を
促

す
と
と
も
に
、
地
方
行
財
税
制
度
上
の

諸
課
題
等
に
つ
い
て
、
市
町
村
長
等
と

直
接
意
見
交
換
を
行
い
た
い
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

な
お
、
昨
年
は
残
念
な
が
ら
地
方
公

共
団
体
の
不
祥
事
が
続
き
ま
し
た
。
各

地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
、
地
方
行
政

に
対
す
る
信
頼
回
復
に
向
け
た
取
組
を

進
め
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
私
ど
も

と
し
て
も
し
っ
か
り
気
を
配
っ
て
ま
い

り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

地
方
財
政
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き

大
幅
な
財
源
不
足
が
生
じ
る
な
ど
極
め

て
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

こ
の
た
め
、
平
成
１９
年
度
地
方
財
政

対
策
に
お
い
て
は
、
国
の
予
算
編
成
な

ど
も
踏
ま
え
つ
つ
、
地
方
財
政
計
画
歳

出
の
見
直
し
に
努
め
る
と
と
も
に
、
地

域
に
お
い
て
必
要
な
行
政
課
題
に
対
し

て
は
適
切
に
財
源
措
置
を
行
い
、
地
方

団
体
の
安
定
的
な
財
政
運
営
に
必
要
な

地
方
交
付
税
、
地
方
税
な
ど
の
一
般
財

源
の
総
額
を
確
保
し
た
と
こ
ろ
で
あ
り

ま
す
。

市
町
村
合
併
に
つ
い
て
は
、
平
成
１１

年
３
月
に
３
２
３
２
あ
っ
た
市
町
村
数

が
本
年
３
月
に
は
１
８
０
７
と
な
る
予

定
で
あ
る
な
ど
、
相
当
程
度
進
展
し
て

い
ま
す
。
総
務
省
と
し
て
は
、
合
併
後

の
市
町
村
の
新
し
い
ま
ち
づ
く
り
を
し

っ
か
り
支
援
し
て
い
く
と
と
も
に
、
合

併
新
法
の
下
で
も
、
引
き
続
き
市
町
村

合
併
を
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

地
方
行
革
に
つ
い
て
は
、
集
中
改
革

プ
ラ
ン
の
着
実
な
実
施
を
促
し
て
い
く

と
と
も
に
、
昨
年
８
月

に
策
定
し
た
地
方
行
革

新
指
針
に
基
づ
き
、
地

方
公
共
団
体
の
行
政
改

革
を
一
層
推
進
し
て
ま

い
り
ま
す
。

ま
た
、
地
方
公
務
員

の
定
員
に
つ
い
て
は
、
５
年
間
で
国
の

行
政
機
関
の
定
員
純
減
（
▲
５
・
７

％
）
と
同
程
度
の
定
員
純
減
の
取
組
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
給
与
に
つ
い
て

は
、
適
正
化
を
更
に
徹
底
す
る
ほ
か
、

国
の
給
与
構
造
改
革
を
踏
ま
え
た
取
組

等
を
着
実
に
推
進
し
て
ま
い
り
ま
す
。

地
方
税
に
つ
い
て
は
、
今
回
の
地
方

分
権
改
革
や
税
制
の
抜
本
改
革
を
通

じ
、
税
源
移
譲
を
含
む
国
と
地
方
の
税

源
配
分
の
見
直
し
を
行
い
、
国
と
地
方

の
税
収
比
１
対
１
を
目
指
し
て
、
地
方

税
の
さ
ら
な
る
充
実
を
図
り
ま
す
。

消
防
行
政
に
つ
い
て
は
、
台
風
や
梅

雨
前
線
に
よ
る
豪
雨
な
ど
の
自
然
災
害

が
後
を
絶
た
ず
、
ま
た
、
大
規
模
地
震

や
テ
ロ
災
害
の
発
生
も
懸
念
さ
れ
る
と

と
も
に
災
害
の
多
様
化
・
大
規
模
化

等
、
消
防
を
取
り
巻
く
環
境
が
変
化
す

る
中
で
、
我
が
国
の
経
済
活
性
化
の
基

盤
で
あ
る
国
民
の
安
心
・
安
全
を
維
持
・

向
上
さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
た
め
、
緊
急
消
防
援
助
隊
の
増

強
や
市
町
村
の
消
防
の
広
域
化
の
推
進

等
に
よ
り
災
害
応
急
体
制
の
強
化
を
図

る
と
と
も
に
、
地
域
防
災
力
の
要
で
あ

る
消
防
団
員
の
確
保
や
国
民
保
護
体
制

の
確
立
な
ど
、
総
合
的
な
消
防
防
災
対

策
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま

す
。ま

た
本
年
は
、
統
一
地
方
選
挙
と
参

議
院
議
員
通
常
選
挙
が
実
施
さ
れ
る
年

で
あ
り
、
中
央
選
挙
管
理
会
や
都
道
府

県
等
と
連
携
し
て
、
選
挙
の
管
理
執
行

に
万
全
を
期
す
と
と
も
に
、
有
権
者
の

積
極
的
な
投
票
参
加
を
呼
び
か
け
て
ま

い
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
、
総
務
省
の
抱
え
る
課

題
は
、
大
変
幅
広
い
分
野
に
及
ん
で
お

り
ま
す
。
今
後
も
総
務
省
の
総
合
力
を

活
か
し
て
各
般
の
施
策
を
着
実
に
推
進

し
、
こ
れ
か
ら
の
国
民
生
活
が
ま
す
ま

す
豊
か
な
も
の
と
な
る
よ
う
努
力
し
て

ま
い
り
ま
す
。

本
年
も
皆
様
の
ご
支
援
、
ご
協
力
を

よ
ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

平平
成成
１１９９
年年

年年
頭頭
ああ
いい
ささ
つつ

総
務
大
臣菅

義

偉
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本
会
は
こ
の
ほ
ど
、
平
成
１７
年

１２
月
１
日
現
在
の
全
国
７
７
８
市

（
東
京
都
２３
区
を
含
む
）
を
対
象

に
実
施
し
た
「
市
議
会
の
活
動
に

関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
を
ま
と

め
た
（
１８
年
１２
月
１５
日
付
で
全
市

へ
発
送
済
）
。

調
査
で
は
、
統
計
へ
の
合
併
前

の
旧
市
町
村
議
会
活
動
の
影
響
を

除
く
た
め
、
次
の
�
〜
�
の
調
査

事
項
に
つ
い
て
は
、
１７
年
中
に
合

併
が
な
か
っ
た
５
５
５
市
を
対
象

と
し
て
い
る
。
本
紙
で
は
、
調
査

結
果
の
概
要
を
今
号
か
ら
数
回
に

分
け
て
掲
載
す
る
。

�
定
例
会

全
定
例
会
の
平
均
会
期
日
数
は

７８
日
。
う
ち
最
も
多
い
の
は
「
５０

万
以
上
」
の
市
（
以
下
、
「
市
」

略
）
で
９４
日
、
少
な
い
の
は
「
５

万
未
満
」
で
６７
日
で
あ
る
。
本
会

議
日
数
の
平
均
は
２０
日
。
う
ち
最

も
多
い
の
は
「
３０
〜
４０
万
」
で
２４

日
、
少
な
い
の
は
「
５
万
未
満
」

で
１８
日
で
あ
る
�
表
。

�
臨
時
会

臨
時
会
を
開
催
し
た
の
は
４
９

０
市
で
全
体
の
８８
・
２
％
。
平
均

開
催
回
数
は
２
回
。
う
ち
、
最
も

多
い
の
は
「
５
万
未
満
」
な
ど
で

２
回
、
少
な
い
の
は
「
１０
〜
２０
万

未
満
」
な
ど
で
１
回
で
あ
る
。
平

均
会
期
日
数
は
３
日
。
平
均
会
議

日
数
は
２
日
で
あ
る
。

議
員
の
招
集
請
求
に
よ
る
臨
時

会
の
開
催
は
８３
市
で
１４
・
９
％
で

あ
る
。

�
市
民
傍
聴
者
数

全
定
例
会
の
市
民
傍
聴
者
数
の

平
均
は
２
５
３
人
、
全
臨
時
会
の

市
民
傍
聴
者
数
の
平
均
は
１９
人
。

�
個
人
質
問

個
人
質
問
を
実
施
し
た
の
は
５

４
５
市
で
全
体
の
９８
・
１
％
、
平

均
質
問
日
数
は
９
日
。
質
問
者
数

の
平
均
は
４７
人
。

�
代
表
質
問

代
表
質
問
を
実
施
し
た
の
は
２

６
１
市
で
全
体
の
４７
・
０
％
。

平
均
質
問
日
数
は
３
日
、
質
問

者
数
の
平
均
は
１０
人
。

�
常
任
委
員
会

常
任
委
員
会
の
平
均
設
置
数
は

３
・
５
委
員
会
で
あ
る
。

一
方
、
全
体
で
み
て
み
る
と
、

４
委
員
会
を
設
置
し
て
い
る
市
が

最
も
多
く
２
５
４
市
で
、
全
体
の

４５
・
７
％
を
占
め
て
い
る
。

�
特
別
委
員
会

特
別
委
員
会
の
平
均
設
置
数
は

３
委
員
会
で
あ
る
。

一
方
、
全
体
で
み
て
み
る
と
、

４
委
員
会
を
設
置
し
て
い
る
市
が

最
も
多
く
１
１
１
市
で
、
全
体
の

２０
・
０
％
を
占
め
て
い
る
。

�
議
会
運
営
委
員
会

議
会
運
営
委
員
会
を
開
催
し
た

の
は
、
５
５
４
市
で
全
体
の
９９
・

８
％
。
う
ち
会
期
中
の
平
均
開
催

日
数
は
１０
・
４
日
、
閉
会
中
は
７

・
９
日
で
あ
る
。

総
務
省
は
１２
月
２４
日
、
自
治
体

の
地
方
債
発
行
見
込
み
額
を
示
す

平
成
１９
年
度
の
地
方
債
計
画
を
ま

と
め
た
。

地
方
債
総
額
は
、
地
方
財
政
の

健
全
化
や
投
資
的
経
費
の
抑
制
な

ど
に
よ
り
、
１０
・
３
％
減
（
１８
年

度
比
、
以
下
同
じ
）
の
１２
兆
５
１

０
８
億
円
に
縮
小
。
う
ち
、
普
通

会
計
分
は
１０
・
８
％
減
の
９
兆
６

５
２
９
億
円
、
公
営
企
業
会
計
等

分
は
８
・
７
％
減
の
２
兆
８
５
７

９
億
円
と
な
っ
た
。

普
通
会
計
分
の
う
ち
、
投
資
的

事
業
関
連
で
あ
る
通
常
分
は
、
公

共
事
業
の
抑
制
な
ど
に
よ
り
１２
・

７
％
減
の
４
兆
８
３
７
９
億
円
。

収
支
不
足
を
埋
め
る
た
め
の
特
別

分
は
、
８
・
７
％
減
の
４
兆
８
１

５
０
億
円
と
な
っ
た
。

特
別
分
の
内
訳
に
つ
い
て
は
、

地
方
財
源
不
足
を
補
て
ん
す
る
臨

時
財
政
対
策
債
が
９
・
５
％
減
の

２
兆
６
３
０
０
億
円
に
抑
制
さ
れ

た
ほ
か
、
定
率
減
税
の
廃
止
に
伴

い
減
税
補
て
ん
債
が
皆
減
と
な
っ

て
い
る
。

こ
の
ほ
か
財
源
不
足
を
補
て
ん

す
る
た
め
、
臨
時
的
に
起
債
の
充

当
率
を
引
き
上
げ
て
増
発
す
る
財

源
対
策
債
は
、
３
・
６
％
減
の
１

兆
５
９
０
０
億
円
。
団
塊
の
世
代

の
大
量
定
年
退
職
に
対
処
す
る
た

め
、
退
職
手
当
債
は
１
２
６
・
９

％
増
の
５
９
０
０
億
円
と
、
大
幅

な
増
額
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。

ま
た
、
公
債
費
負
担
の
軽
減
対

策
も
図
ら
れ
る
。
徹
底
し
た
財
政

健
全
化
の
実
施
を
条
件
に
、
５
・

０
％
以
上
の
金
利
で
借
り
入
れ
た

公
的
資
金
（
財
政
融
資
資
金
、
郵

政
公
社
資
金
、
公
営
公
庫
資
金
）

に
つ
い
て
、
補
償
金
を
負
担
す
る

こ
と
な
く
繰
上
償
還
を
行
う
こ
と

が
認
め
ら
れ
た
。

繰
上
償
還
の
財
源
と
し
て
必
要

に
応
じ
、
民
間
等
資
金
に
よ
る
借

換
債
の
発
行
も
認
め
ら
れ
た
。
１９

年
度
か
ら
３
年
間
で
、
５
兆
円
規

模
に
よ
り
実
施
さ
れ
る
。

地
方
債
資
金
に
つ
い
て
は
、
市

場
公
募
地
方
債
の
拡
大
等
に
よ
る

市
場
化
の
一
層
の
推
進
の
ほ
か
、

公
的
資
金
の
段
階
的
縮
減
等
が
図

ら
れ
る
。

地
方
債
資
金
の
区
分
別
で
は
、

郵
政
公
社
資
金
の
廃
止
に
伴
い
、

政
府
資
金
が
１４
・
８
％
減
の
３
兆

２
８
０
０
億
円
。
公
営
公
庫
資
金

は
４
・
０
％
減
の
１
兆
３
５
０
０

億
円
を
計
上
し
た
ほ
か
、
民
間
等

資
金
は
９
・
３
％
減
の
７
兆
８
８

０
８
億
円
を
計
上
し
て
い
る
。

全定例会の平均会期・本会議日数
平 均
本会議日数

１８日

２１日

２１日

２０日

２４日

２２日

２２日

２２日

２０日

平 均
会期日数

６７日

７８日

８６日

８３日

８６日

９１日

９４日

９３日

７８日

人口段階

５万未満
（１７６市）
５～１０万
（１８２市）
１０～２０万
（１０７市）
２０～３０万
（３２市）
３０～４０万
（２０市）
４０～５０万
（１５市）
５０万以上
（１２市）
指定都市
（１１市）
全 市
（５５５市）

会
議
開
催
状
況
等
ま
と
ま
る

本会調査

１１７７
年年
中中

市市
議議
会会
活活
動動
実実
態態
・・
概概
要要
�

地方債計画の概況 （単位：億円）

増減率（％）
（Ｃ）／（Ｂ）×１００

△１０．８
△１２．７
△８．７
△９．５
皆減
△３．６
１２６．９
０．０
△８．７

△１０．３
△１１．３
△８．７

（注）１．「調整（不交付団体分）」は、国庫補助負担金の一般財源化に伴う影響額に係
る不交付団体への資金手当分である。
２．公営企業会計等分はすべて通常分である。

増減額
（Ａ）－（Ｂ）（Ｃ）

△１１，６４５
△７，０５３
△４，５９２
△２，７７２
皆減
△６００
３，３００
０

△２，７１３

△１４，３５８
△９，７６６
△４，５９２

平成１８年度
（Ｂ）

１０８，１７４
５５，４３２
５２，７４２
２９，０７２
４，５２０
１６，５００
２，６００
５０

３１，２９２

１３９，４６６
８６，７２４
５２，７４２

平成１９年度
（Ａ）

９６，５２９
４８，３７９
４８，１５０
２６，３００

－
１５，９００
５，９００
５０

２８，５７９

１２５，１０８
７６，９５８
４８，１５０

区分

普通会計分
通常分
特別分
臨時財政対策債
減税補てん債
財源対策債
退職手当債
調整（不交付団体分）

公営企業会計等分

総計
通常分
特別分

地地方方債債総総額額１１００．．３３％％減減にに
地地方方債債計計画画ままととままるる――総総務務省省

１１９９年年度度

（３） 平成１９年１月１５日 第１６３９・４０号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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平
成
１９
年
１
月
１
日
、
福
島
県

本
宮
町
と
白
沢
村
が
合
併
し
、
本

宮
市
が
誕
生
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
全
国
の
市
数
は

８
０
３
市
と
な
っ
た
。

﹇
本
宮
市
の
概
要
﹈

▽
人
口
約
３
万
１
８
０
０
人

▽
面
積
８７
・
９４
平
方
�

▽
議
員
定
数
３６
人
（
在
任
特
例
）

本
会
の
国
松
誠
会
長
ら
地
方
六

団
体
の
代
表
は
昨
年
１２
月
２２
日
、

総
理
官
邸
を
訪
問
し
、
安
倍
晋
三

・
内
閣
総
理
大
臣
と
会
談
し
た
。

六
団
体
を
代
表
し
て
全
国
知
事

会
の
麻
生
会
長
は
、
地
方
分
権
改

革
推
進
法
の
成
立
を
評
価
す
る
と

と
も
に
、
１９
年
度
地
方
財
政
対
策

で
の
一
般
財
源
総
額
確
保
に
対
す

る
謝
辞
を
述
べ
た
。
ま
た
、
内
閣

府
に
設
置
さ
れ
る
地
方
分
権
改
革

推
進
委
員
会
の
委
員
に
つ
い
て
、

地
方
の
実
態
を
十
分
理
解
し
て
い

る
人
を
選
任
す
る
よ
う
求
め
た
。

こ
れ
を
受
け
、
安
倍
首
相
は

「
分
権
改
革
は
地
方
の
活
性
化

に
も
つ
な
が
る
」
と
述
べ
た
う

え
で
、
１９
年
度
か
ら
新
設
さ
れ

る
「
頑
張
る
地
方
応
援
プ
ロ
グ

ラ
ム
」
な
ど
例
を
挙
げ
、
地
方

を
応
援
す
る
姿
勢
を
示
し
た
。

会
談
の
中
で
本
会
の
国
松
会

長
は
「
第
２
期
分
権
改
革
の
推

進
に
全
力
を
尽
く
す
」
と
更
な

る
改
革
へ
の
決
意
を
述
べ
た
。

こ
の
後
、六
団
体
は
、塩
崎
恭

久
・
内
閣
官
房
長
官
や
菅
義
偉
・

総
務
大
臣
ら
に
面
談
し
た
。

安倍首相（右）と会談する国松会長（左）

総
務
省
は
１９
年
１
月
１
日
付

で
、
３
月
１
日
か
ら
６
月
１０
日
ま

で
の
間
に
議
会
の
議
員
ま
た
は
長

の
任
期
が
終
了
す
る
地
方
公
共
団

体
を
対
象
に
、「
平
成
１９
年
統
一

地
方
選
挙
執
行
予
定
団
体
に
関
す

る
調
」
を
ま
と
め
た＝

表
。

こ
れ
に
よ
る
と
、
１８
年
１２
月
１

日
現
在
の
全
国
１
８
７
７
地
方
公

共
団
体
（
合
併
告
示
済
み
の
団
体

を
含
む
）
の
う
ち
、
統
一
地
方
選

挙
の
期
日
等
を
定
め
た
「
臨
時
特

例
法
」
（
１８
年
１２
月
１
日
成
立
）

第
１
条
の
規
定
に
よ
り
改
選
を
行

う
予
定
の
団
体
数
は
、
１
１
０
７

団
体
と
な
っ
て
い
る
。

選
挙
期
日
に
つ
い
て
は
、
都
道

府
県
と
指
定
都
市
（
４
月
１
日
に

政
令
市
と
な
る
新
潟
市
、
浜
松
市

を
含
む
）
の
議
会
議
員
・
長
が
４

月
８
日
、
指
定
都
市
以
外
の
市
、

特
別
区
、
町
村
の
議
会
議
員
・
長

が
、
４
月
２２
日
と
な
っ
て
い
る
。

統
一
率
は
２９
・
４９
％

全
地
方
公
共
団
体
の
議
員
・
長

の
選
挙
数
に
対
す
る
統
一
地
方
選

挙
執
行
予
定
団
体
数
の
割
合
（
統

一
率
）
は
、
２９
・
４９
％
と
な
る
。

統
一
地
方
選
挙
は
、
全
国
の
議

会
議
員
・
長
の
任
期
満
了
が
３
〜

５
月
中
に
多
い
こ
と
か
ら
、
国
民

の
地
方
選
挙
に
対
す
る
関
心
を
高

め
る
こ
と
な
ど
を
趣
旨
と
し
、
４

年
に
一
度
、
選
挙
期
日
を
統
一
す

る
も
の
で
あ
る
が
、
近
年
、
統
一

率
が
低
下
し
て
い
る
傾
向
に
あ

る
。
今
回
も
、
平
成
の
大
合
併
の

影
響
等
に
よ
り
、
前
回
の
１５
年
４

月
の
統
一
選
（
統
一
率
３６
・
２６

％
）と
比
べ
、
６
・
７７
ポ
イ

ン
ト

減
少
し
、

昭
和
２２
年
に
統
一
選
が
始
ま
っ
て

以
来
、
最
低
と
な
る
見
込
み
。

こ
の
ほ
か
、
公
職
選
挙
法
第
３４

条
の
２
の
「
９０
日
特
例
」
を
適
用

す
る
の
は
、
５
団
体
。
ま
た
、
１９

年
統
一
地
方
選
挙
対
象
団
体
の
な

か
で
、
「
単
独
の
選
挙
」
を
予
定

し
て
い
る
の
は
、
任
期
満
了
に
よ

る
選
挙
を
２
月
ま
で
に
予
定
し
て

い
る
団
体
と
、
６
月
１
日
か
ら
１０

日
ま
で
の
間
に
任
期
満
了
と
な
る

が
統
一
選
と
し
て
選
挙
を
行
わ
な

い
団
体
の
合
計
２２
団
体
で
あ
る
。

３
４
４
市
議
会
で
統
一
選

平
成
１８
年
１２
月
１
日
現
在
、
合

併
告
示
済
み
の
市
を
含
む
全
国
８

０
５
市
（
特
別
区
含
む
）
の
議
会

の
う
ち
、
統
一
選
を
予
定
し
て
い

る
の
は
、
３
４
４
市
議
会
で
、
統

一
率
は
４２
・
７３
％
と
な
る
。

な
お
、
「
９０
日
特
例
」
を
適
用

す
る
の
は
、
石
狩
市
、
蕨
市
、
台

東
区
、
広
島
市
の
４
市
議
会
。
う

ち
広
島
市
は
、
統
一
選
と
同
日
の

４
月
８
日
に
選
挙
を
行
う
予
定
。

※
統
一
地
方
選
挙
の
執
行
予
定
団

体
名
等
に
つ
い
て
は
、
総
務
省
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。

※平成１９年３月１日から６月１０日までの間に議会の議員又は長の任期が終了する団体を対象に調査したもの。

※統一率計の２９．４９％は、次の算式によるもの。

平成１８年１２月１日現在

合計

１，８７７

１，１０７

２９．４９％

３６．２６％

５

２２

小計

議会

１，８７７

８３８

４４．６５％

１，６７７

５

７

長

２６９

１４．３３％

６８５

１５

町村

議会

１，０２５

４５０

４３．９０％

１，２１４

１

７

長

１５０

１４．６３％

５４１

１１

平成１９年統一地方選挙執行予定団体に関する調

特別区

議会

２３

２１

９１．３０％

２１

１

―

長

１３

５６．５２％

１４

―

指定都市以外の市

議会

７６５

３０９

４０．３９％

３８６

２

―

長

９１

１１．９０％

１１８

４

指定都市

議会

１７

１４

８２．３５％

１２

１

―

長

３

１７．６５％

１

―

都道府県

議会

４７

４４

９３．６２％

４４

―

―

長

１２

２５．５３％

１１

―

区分

地方公共団体数
（Ａ）

特例法第１条の
規定により改選
を行う予定の団
体数（Ｂ）

統一率
（Ａ／Ｂ×１００）

前回（平成１５年４
月）執行団体数

９０日特例による
選挙執行予定団
体数

単独の選挙執行
予定団体数

１
月
１
日

も
と

み
や

福
島
県

本本
宮宮
市市
がが
誕誕
生生

１月１５日現在の市数
８０３市

うち
指定都市 １５市
中核市 ３７市
特例市 ３９市
一般市 ６８９市
特別区 ２３区

安安
倍倍
首首
相相
とと
会会
談談

地
方
六
団
体

１９年統一
地方選挙

１１
１１
００
７７
団団
体体
がが
実実
施施

統
一
率
は
２９
％

―
総
務
省
調

h
ttp

�//w
w
w
.so
u
m
u
.g
o
.jp
/

se
n
kyo
/p
d
f/h
1
9
to
u
itu
ch
ih
o
u

se
n
kyo
.p
d
f

統
一
率
計

×１００（％）
１，１０７（統一地方選挙執行予定団体数）

１，８７７（団体数）×２

第１６３９・４０号 平成１９年１月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報


	1面
	2面
	3面
	4面

